初任運転者教育安全運転研修助成金要綱

一般社団法人 鳥取県トラック協会
（目的）

第1条 この要綱は、（一社）鳥取県トラック協会（以下「鳥ト協」という。）が行う初任運
転者に対する「貨物自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び
監督の指針の一部を改正する告示」（国土交通省告示第１３６６号）に基づき初任運
転者に対する座学と実車を用いた１５時間以上の教育の実施を促進するための助成
金（以下「助成金」という。）交付事業について必要な事項を定め、事業を適正かつ
円滑に実施することを目的とする。

（資格・要件）

第2条 助成対象となる事業者（以下「助成対象事業者」という。）は鳥ト協会員トラック
運送事業者であって、第３条に定める安全教育訓練施設（以下「研修施設」という。）
に自社の新たに雇い入れた初任運転者を派遣し、国土交通省告示第１３６６号に基づ
く初任運転者教育を実施する会員事業者とする。
（助成対象研修施設）

第3条 助成対象となる研修施設は鳥ト協が指定する総合的な設備を有する安全教育訓練
施設とする。
（助成対象研修）

第4条 助成対象となる研修は、初任運転者に対する安全及び事故防止に関する知識及び運
転技能向上等を目的とした安全教育訓練であって、鳥ト協が指定する。
（助成額）

第5条 研修施設における助成金の額は次に掲げるとおりとする。
１名につき３５，０００円とする
（研修受講料）

第6条 研修受講料は、研修受講料及び資料代等の研修費用とする。
（助成適否の事前確認）

第7条 助成対象事業者は、助成適用の可否について、事前に鳥ト協の確認を得なければな
らない。
（施設の予約と申込み）

第8条 前条の確認を得た助成対象事業者は、受講しようとする研修施設にあらかじめ予約
をしたうえで、様式１の「ドライバー等安全教育訓練実施申込書」を、助成対象研修
施設に対して提出しなければならない。

（受講料の納入）

第9条 助成対象事業者は、受講当日の研修開始までに、当該研修施設に対して所定の受講
料を納入しなければならない。

２　受講開始までに所定の受講料を納入しないときは、申込みを取下げたものとする。

（報告書の提出）

第１０条　助成対象事業者は研修修了後７日以内に、様式２の「初任運転者教育安全研修
受講報告書兼助成金請求書」（以下「報告書」という。）を鳥ト協に提出しなければ
ならない。
２　前項の報告書には、当該研修施設が発行した「修了書」の写し、及び研修受講
料に係る「領収書」の写しを添付しなければならない。

（助成金の交付）
第１１条　鳥ト協は、前条の実績報告書の提出があったときは、速やかにその内容を審査
し、適切と認めたときは、事業者へ助成金を交付する。
（助成金の返還）
第１２条　鳥ト協は、次の各号のいずれかに該当するときは、会員事業者に対し交付した
助成金の返還を命じる事ができる。
（１）この要綱その他鳥ト協が定める事項に違反したとき
（２）虚偽その他不正な手段により助成金の交付を受けたとき
２　前項の規定により返還を命じられた事業者については、鳥ト協が行う助成事業
全てに係る申請は、原則として、当分の間、これを受付又は交付決定を行わないものとする。
（取下げ）

第１３条　助成対象事業者が本条に基づく申込みを取下げるときは、研修受講開始日の４
日前までに鳥ト協に対して、様式３の「初任運転者教育安全運転研修申込取下届」
を提出しなければならない。
（取下げ又は受講中止等の場合の費用負担）

第１４条　助成対象事業者もしくは受講者が、次に掲げる各号のいずれかに該当するとき、
助成対象事業者は研修受講料の全額を負担しなければならない。

（１）正当な事由なく研修受講開始日の３日前以降、申込みを取下げたとき。

（２）特別な事由無く、申込みをした研修を受講しないか、又は受講を途中で中止
したとき。

（３）第１０条に基づく所定の書類を添付した報告書の添付をしないとき。
（その他必要な事項）
第１５条　この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関するその他の必要事項は、鳥
ト協が別に定める。
附則

本要綱は平成３０年３月２３日制定
